別記

第１号様式（第５条関係）
第　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
                                               申請者
                                                      名称                    印

生年月日　　　　　　　　　　
平成　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付申請書
　補助金の交付について、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第５条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
                                        記
１　補助金交付申請額　　金　　　　　　　円
                                     　　　　　　　 （単位：円）
	補助事業に要する経費
	補 助 金 申 請 額

	
	


２　添付書類
・事業計画書（別紙１）
・経費配分書（申請）及び収支予算書（別紙２及び別紙３）
・資金計画（別紙４）
・県税の滞納がないことを証する納税証明書
・その他参考となる資料

３　補助事業開始及び完了予定期日
　　　　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで 
４　振込先
　　　金融機関名　　　　　：　　　　　　　　銀行　　　　　　支店
      預金種別及び口座番号：
　　　口座名義人名　　　　：
（注）　交付申請書に次の算式を明記してください。
　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額
別紙１              
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
事　業　計　画　書
１　企業ハンズオン支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 窓口相談・企業訪問事業

(２) 国・支援機関等連携促進事業

①連携会議開催

②連携会議等への出席旅費

(３) 支援人材育成事業

　　　研修コース名

(４) 顧問弁護士等設置事業

(５) 情報発信事業

①パンフレットの製作

②情報誌の発行

(６) 新事業創出支援事業

　　　フォローアップ対象企業数

(７) 経営革新セミナー開催事業

セミナー等の名称


	回

回

人　回

人

回

　

部

月　　　部

年間　　　回

　　

企業

回
	開催時期、会議名、

開催場所

研修期間、参加者氏名、開催場所

概要

概要




２　コーディネーター活動事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 県外コーディネーター設置事業

東京営業本部事務室賃借契約期間

所在地：

面積：　　　㎡

(２) 県内コーディネーター設置事業

・ものづくりコーディネーター

・非常勤職員


	　　人

年月日

～年月日

人

人


	（東京）
氏名　　　

企業訪問件数　　　件

ミニ展示商談会開催回数　　回

高知現地商談会回数　　回
（大阪）
氏名　　

企業訪問件数　　　件

　ミニ展示商談会開催件数　　回

氏名（担当）

　企業訪問件数

氏名




３　技術の外商商談会開催事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 発注企業調査事業（計画）

(２) 県外企業訪問回数（計画）

(３) 取引紹介（計画）

(４) 取引成立（計画）

(５) 取引成立金額（見込み）

(６) 商談会件数（計画）

(７) 商談会参加企業数（見込み）

(８) 商談会における取引成立（計画）

(９) 商談会における取引成立金額（見込み）


	　　　企業

件

件

件

千円

件

県内　　企業

県外　　企業

件

千円
	各商談会の件数、内容等


４　維持管理事業

	事　　　　業
	計画件数等
	内容等

	(１) 支援体制人材設置事業

(２) 管理運営費

(３) 公用車維持費

(４) 採用試験費　　　
	設置人員　　　人　


	概要

概要

概要

概要




（注）１　参加する研修コース名を記入してください。
２　別添支援人材設置事業計画（補助対象者名簿）を添えてください。

支援体制人材設置事業計画（補助対象者名簿）
	氏　　　名
	設置期間
設置月数
	補助対象とな
る経費　　　
	金　　額
（円）

	
	
	 給料
 期末手当
 勤勉手当
 扶養手当
 通勤手当
 住居手当
 時間外手当
 管理職手当
 その他の手当
 社会保険料
 退職給与引当金
計
	


別紙２

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（申請）
（単位：円）

	経費区分
	　
	補助事業に

要する経費
	補助対象

となる経費
	補助金

申請額
	備考

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進事業
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
	　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
	　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	
	
	
	

	
	(７) 経営革新セミナー開催事業
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター設置事業
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター設置事業
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	３  技術の外商商談会開催事業
	　
	　
	　
	　

	４　維持管理事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
	　
	　
	　

	
	(３)　公用車維持費
	　
	　
	　
	　

	
	(４)　採用試験費
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　
	　
	　
	


（注）各事業とも補助対象となる経費について、各々の積算明細の資料を添えてください。

別紙３

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（申請）
（単位：千円）

	収入の部
	経  費  区  分
	予　　算　　額
	説　　　明

	
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	

	支出の部
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	


別紙４
資　金　計　画

（単位：千円）　　　
	月
	月
	月
	月
	精　算
	合　計

	　
	　
	　
	　
	　
	　


第２号様式（第９条関係）
                                                                  第　　　　　　　　　号
                                                                  平成　　年　　月　　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　印
　　　平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業
          内　　　容                                            
　　　の　             の変更承認申請書                           
          経費の配分                                            
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の交付の決定通知がありました事業の

 内　　　容            
 　             を下記のとおり変更したいので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費

　 経費の配分                                                    

補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり承認を申請します。
                                       記
　１　補助金の額
　　　　　　　                                     　　　　　　　 （単位：円）
	補助金の額
	備考

	変更前
	変更後
	差引き額
	

	
	
	
	


２　添付書類
    ・変更計画書（別紙１）
・経費配分書（変更分）（別紙２）
・その他参考となる資料
（注）  補助事業を新たに委託しようとすることに伴い経費の配分を行うときは、委託する事業、委託先、委託金額及び委託する理由を記入してください。
別紙１
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金の変更計画書
１　変　更　の　理　由
２　変　更　の　内　容
　 事　業　の　内　容
　　①　○　○　○　事　業
	 変　更　前

（円）
	 変　更　後

（円）
	  　変　更　の　理　由
	 計画変更が補助事業に
 及ぼす影響

	
	
	
	


    ②　○　○　○　事　業
	 変　更　前

（円）
	 変　更　後

（円）
	  　変　更　の　理　由
	 計画変更が補助事業に
 及ぼす影響

	
	
	
	


    ③　○　○　○　事　業
	 変　更　前

（円）
	 変　更　後

（円）
	  　変　更　の　理　由
	 計画変更が補助事業に
 及ぼす影響

	
	
	
	


別紙２

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（変更分）
（単位：円）
	経費区分
	　
	補助事業に要する経費
	補助対象となる

経費
	補助金申請額
	備考

	
	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	　

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(７)  経営革新セミナー開催事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター設置事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター設置事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	３  技術の外商商談会開催事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	４　維持管事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 公用車維持費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 採用試験費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（注）各事業とも補助対象となる経費について、各々の積算明細の資料を添えてください。

第３号様式（第10条関係）
                                                            第　　　　　　　　号
                                                            平成　　年　　月　 日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　印
　　　　平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業
　　　　の中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知がありました事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第10条の規定により、承認を申請します。
                                       記
１　中止（廃止）する事業名
２　理由
３　中止の期間（廃止の時期）
（注）　申請する事業に応じて括弧内を適宜修正してください。
第４号様式（第11条関係）
                                                                 第　　　　　　号
                                                                 平成　年　月　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　印
　　　　平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業
　　　　遅延等報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知がありました事業について、下記のとおり事故があったので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第11条の規定により、報告します。
                                       記
１　事業名
２　補助事業の進捗状況
３　同上に要した経費
４　事故の内容及び原因
５　事故に対する措置
６　補助事業の遂行及び完了の予定
　（注）　１　事故の理由を立証する書類を添えてください。
　　　　　２　補助事業は、交付決定通知書において補助金の交付の対象となった事業を記入してください。
第５号様式（第12条関係）
                                                                  第　　　　　　号
                                                                  平成　年　月　日
　高知県知事　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　印
　　　　　平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る
　　　　　補助事業の遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知がありました事業の遂行状況を高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第12条の規定により、別添のとおり報告します。
　別紙１                   
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
                             遂　行　状　況　報　告
１　企業ハンズオン支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 窓口相談・企業訪問事業

(２) 国・支援機関等連携促進事業

①連携会議開催

②連携会議等への出席旅費

(３) 支援人材育成事業

研修コース名

（参加した研修コースごとに、コース名を記入してください。）
(４) 顧問弁護士等設置事業

　　　　　　
(５) 情報発信事業

①パンフレットの製作

②情報誌の発行
(６) 新事業創出支援事業

フォローアップ対象企業数

(７)  経営革新セミナー開催事業

セミナー等名称


	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間　回
　　　

企業

回
	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間 回

企業

回
	（別添１）窓口相談等事業のとおり

開催月日及び会議名

開催場所

研修期間、参加者氏名及び開催場所

　
概要

概要

概要


　（別添１）　窓口相談等事業
  　(1)窓口相談
（業種別）
	 　　　　内容
 　業種
	相談企業
	相談等延
	内　　　訳

	
	
	
	経営
	マーケ
ティン
グ
	資　金
	法　律
	労　務
	税　務
	技　術
	ビジネ
スプラ
ン
	ＩＴ
	取引適正化
	事　業
提　携
	会　社
設　立
	省エネ
	ＩＳＯ
	特　許
	その他
	小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	苦情
紛争
関係
	その
他
	
	
	
	
	
	
	

	 製造業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 卸売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 建設業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 小売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 サービス業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（目的別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
 数(実数)
	 相談等延
 べ件数
	 　　内　　　訳

	
	
	
	経営
全般
	マーケ
ティン
グ
	資　金
	法　律
	労　務
	税　務
	技　術
	ビジネ
スプラ
ン
	ＩＴ
	取引適正化
	事　業
提　携
	会　社
設　立
	省エネ
	ＩＳＯ
	特　許
	その他
	小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	苦情
紛争
関係
	その
他
	
	
	
	
	
	
	

	 創　　業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 経営革新
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 そ の 他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　(2)移動相談実施回数：                 回
   (3)取引適正化・苦情紛争処理委員会

苦情紛争処理委員会開催回数                                     回
 　　　　顧問弁護士の活用の有無                                 有  ・  無

２　コーディネーター活動事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 県外コーディネーター設置事業

東京営業本部事務室賃借契約期間

所在地：

面積：　　　㎡

(２) 県内コーディネーター設置事業

・ものづくりコーディネーター

非常勤職員

※新規雇用は雇用年月日、退職者は退職年月日を記載すること


	　　　人

年月日

～年月日

人

人


	　　人

人

人


	（東京）
氏名
商談成立件数　件

商談中　　　　件

ミニ展示商談会開催　　回

高知現地商談会回数　　回

（大阪）
氏名　

商談成立件数　件

商談中　　　　件

ミニ展示商談会開催　　回
氏名（担当）

企業訪問件数　　件




３　技術の外商商談会開催事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 発注企業調査事業

(２) 県外企業訪問回数

(３) 取引紹介

(４) 取引成立

(５) 取引成立金額

(６) 商談会件数

(７) 商談会参加企業数

(８) 商談会における取引成立

(９) 商談会における取引成立金額
	企業

件

件

件

千円

件

県内　　企業

県外　　企業
件

千円
	企業

件

件

件

千円

件

県外　企業

県外　企業
件

千円
	


４　維持管理事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 支援体制人材設置事業

(２) 管理運営費

(３) 公用車維持費

(４) 採用試験費
	設置人員
　人
	設置人員
　人
	


第６号様式（第13条関係）
第　　　　　　号
平成　年　月　日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　印
　　　　　　平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る
　　　　　　補助事業の実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知を受けました事業を完了しましたので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第13条第１項の規定により、報告します。
                                         記
１　補助金交付決定額　　　金             　円
２　補助金実績額          金             　円
　     　　　                                　　　　　　　 （単位：円）
	交付決定額
	実績額
（Ａ）
	概算払受領
済額（Ｂ）
	精算請求額
（ＡーＢ）

	
	
	
	


３　添付書類

　　・実績書（別紙１）

　　・経費配分書（実績報告）（別紙２）

　　・その他参考となる資料

４　振込先
　　　金融機関名　　　　　：　　　　　　　　銀行　　　　　　支店
      預金種別及び口座番号：
　　　口座名義人名　　　　：
　（注）　実績報告書に次の算式を明記してください。
　　　　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
別紙１
    平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業実績書
１　企業ハンズオン支援事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 窓口相談・企業訪問事業

(２) 国・支援機関等連携促進事業

①連携会議開催

②連携会議等への出席旅費

(３) 支援人材育成事業

　　　研修コース名

（参加した研修コースごとに、コース名を記入してください。）
(４) 顧問弁護士等設置事業

　　　　　　
(５) 情報発信事業

①パンフレットの製作

②情報誌の発行
(６) 新事業創出支援事業

フォローアップ対象企業数

(７) 経営革新セミナー開催事業

セミナー等名称


	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間　回
　　　

企業

回
	回

回

人　回

人

回

　　　部

月　部

年間 回

企業

回
	（別添１）窓口相談等事業のとおり

開催月日及び会議名

開催場所

研修期間、参加者氏名及び開催場所

　
概要

概要

概要


（別添１）窓口相談等事業
  　(1)窓口相談
（業種別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
	 相談等延
	 　　内　　　訳

	
	
	
	  経営
	 マーケ
 ティン
 グ
	 資　金
	 法　律
	 労　務
	 税　務
	 技　術
	 ビジネ
 スプラ
 ン
	  ＩＴ
	 取引適正化
	 事　業
 提　携
	 会　社
 設　立
	 省エネ
	 ＩＳＯ
	 特　許
	 その他
	  小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 苦情
 紛争
 関係
	 その
 他
	
	
	
	
	
	
	

	 　製造業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   卸売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   建設業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小売業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   サービス業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（目的別）
	 　　　　内容
 　業種
	 相談企業
 数(実数)
	 相談等延
 べ件数
	 　　内　　　訳

	
	
	
	  経営
  全般
	 マーケ
 ティン
 グ
	 資　金
	 法　律
	 労　務
	 税　務
	 技　術
	 ビジネ
 スプラ
 ン
	  ＩＴ
	 取引適正化
	 事　業
 提　携
	 会　社
 設　立
	 省エネ
	 ＩＳＯ
	 特　許
	 その他
	  小　計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 苦情
 紛争
 関係
	 その
 他
	
	
	
	
	
	
	

	 　創　　業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   経営革新
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   そ の 他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   小　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　(2)移動相談実施回数：                 回
   (3)取引適正化・苦情紛争処理委員会

苦情紛争処理委員会開催回数                                     回
 　　　　顧問弁護士の活用の有無                                 有  ・  無
２　コーディネーター活動事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 県外コーディネーター設置事業

東京営業本部事務室賃借契約期間

所在地：

面積：　　　㎡

(２) 県内コーディネーター設置事業

・ものづくりコーディネーター

・非常勤職員

※新規雇用は雇用年月日、退職者は退職年月日を記載すること
	　　　人

年月日

～年月日

人

人


	　　人

人

人


	（東京）
氏名
商談成立件数　件

商談中　　　　件

ミニ展示商談会開催　　回

高知現地商談会回数　　回
（大阪）
氏名　

商談成立件数　件

商談中　　　　件

ミニ展示商談会開催　　回
氏名（担当）

企業訪問件数　　件




３　技術の外商商談会開催事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 発注企業調査事業

(２) 県外企業訪問回数

(３) 取引紹介

(４) 取引成立

(５) 取引成立金額

(６) 商談会件数

(７) 商談会参加企業数

(８) 商談会における取引成立

(９) 商談会における取引成立金額
	企業

件

件

件

千円

件

県内　　企業

県外　　企業
件

千円
	企業

件

件

件

千円

件

県外　企業

県外　企業
件

千円
	


（注）（別添２）商談会開催事業の業務内容を添えてください。

４　維持管理事業

	事　　　　業
	計画件数等
	実施件数等
	内容等

	(１) 支援体制人材設置事業

(２) 管理運営費

(３) 公用車維持費

(４) 採用試験費
	設置人員
　人
	設置人員
　人
	


（注）（別添３）支援人材設置事業実績（補助対象者名簿）及び賃金台帳等補助対象者ごとに支払状況が分かる資料を添えてください。
（別添２）商談会開催事業の業務内容
受発注情報等収集提供
　ａ　総　表
	
	自　県　内
	広　域
	合　計

	発注企業登録数
	
	
	

	受注企業登録数
	
	
	

	発注申し出件数
	
	
	

	受注申し出件数
	
	
	


	
	自県内あっせん
	広域あっせん
	合　計

	あっせん紹介件数
	
	
	

	成立件数
	
	
	

	契約成立当初受注金額（千円）
	
	
	

	発注開拓企業件数
	
	
	


　ｂ　業種別、従業員規模別登録企業数
	年
度
	登
録
別
	業　種　名
	従　　業　　員　　規　　模
	

	
	
	
	10人以下
	11～20
	21～50
	51～100
	101～300
	301人以上
	計
	

	本
年
度
新
規
登
録
分
	発
注
企
業
	 繊維・同製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 合成樹脂製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 鉄鋼・非鉄金属
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 金属製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 一般機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 電気機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 輸送用機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 精密機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受
注
企
業
	 繊維・同製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 合成樹脂製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 鉄鋼・非鉄金属
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 金属製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 一般機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 電気機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 輸送用機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 精密機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	本
年
度
末
登
録
企
業
数
	発
注
企
業
	 繊維・同製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 合成樹脂製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 鉄鋼・非鉄金属
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 金属製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 一般機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 電気機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 輸送用機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 精密機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 受
 注
 企
 業
	 繊維・同製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 合成樹脂製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 鉄鋼・非鉄金属
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 金属製品
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 一般機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 電気機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 輸送用機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 精密機器
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）本年度中に登録取消しが生じた場合は、本年度末登録企業数欄で調整し、別途同欄上部に△印で取消数を記入してください。
  ｃ　業種別、従業員規模別斡旋成立企業数
	年度
	登録別
	業種名
	従　業　員　規　模

	
	
	
	10人以下
	11～20
	21～50
	51～100
	101～300
	300以上
	計

	本

年

度
	発注企業
	繊維・同製品
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合成樹脂製品
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	鉄鋼非鉄金属
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	金属製品
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	一般機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	電気機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	輸送用機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	精密機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	
	受注企業
	繊維・同製品
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合成樹脂製品
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	鉄鋼非鉄金属
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	金属製品
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	一般機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	電気機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	輸送用機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	精密機器
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	


　ｄ　ものづくりコーディネーター（下請対策）による企業訪問件数等
	
	
	
	    計
	

	
	企業
訪問
	 受注企業数
	
	

	
	
	 発注企業数
	
	

	
	
	 発注案件数
	
	

	
	 その他（　　　）
	
	


　　（注）　取引紹介件数、取引成立件数及び取引成立金額については、当該期別に取引　　　　　紹介等を行った件数及び金額を記入してください。
（別添３）
支援人材設置事業実績（補助対象者名簿）
	氏　　　名
	設置期間
設置月数
	補助対象とな
る経費　　　
	金　　額
（円）

	
	
	 給料
 期末手当
 勤勉手当
 扶養手当
 通勤手当
 住居手当
 時間外手当
 管理職手当
 その他の手当
 社会保険料
 退職給与引当金
計
	


（注）　賃金台帳等補助対象者ごとに支払状況が分かる資料を添えてください。


その他事各種委員会資料や成果品等適宜事業の実施状況が分かる資料を適宜添えてください。
別紙２
高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（実績報告）
（単位：円）
	経費区分
	　
	補助事業に

要する経費
	補助対象と

なる経費
	補助金

申請額
	備考

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進

事業
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
	　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
	　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	　
	　
	　
	　

	
	(７) 経営革新セミナー開催事業
	　　
	　　
	　　
	　　

	
	計
	　
	　
	　
	　

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター設置事業
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター設置事業
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　

	３  技術の外商商談会開催事業
	　
	　
	　
	　

	４　維持管理事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 公用車維持費
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 採用試験費
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　
	　
	　


（注）各事業とも補助対象となる経費について、各々の積算明細の資料を添えてください。

第７号様式（第15条関係）
                                                                第　　　　　　号
                                                                平成　年　月　日
　高知県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　印
平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金概算払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で（変更）交付の決定通知がありました補助金について、中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第15条の規定により、下記のとおり請求します。
                                       記
１　交付決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
２　概算払受領済額  　    金　　　　　　　　　　　円
３　今回請求額      　　　金　　　　　　　　　　　円
４　添付書類
　　・事業費別内訳書（別紙１）

　　・経費配分書（概算請求用）（別紙２）

　　・その他参考となる資料

５　概算払の理由
６　振込先
　　　金融機関名　　　　　：　　　　　　　　銀行　　　　　　支店
      預金種別及び口座番号：
　　　口座名義人名　　　　：
別紙１
　第　回概算払：事業費別内訳表
（単位：千円）
	交　　付
決定額
	概算払
受領済額
	今　　回
請求額
	残　　額

	
	
	
	


（注）　経費別内訳を添えてください。
別紙２（様式第７号様式）

高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金
経費配分書（概算請求用）
（単位：円）
	経費区分
	　
	交付

決定額
	概算払

受領済額
	今回

請求額
	残額
	備考

	１　企業ハンズオン支援事業
	(１) 窓口相談・企業訪問事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 国・支援機関等連携促進

事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 支援人材育成事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 顧問弁護士等設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(５) 情報発信事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(６) 新事業創出支援事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(７) 経営革新セミナー開催事業
	　　
	　　
	　　
	　　
	　　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	２　コーディネーター活動事業
	(１) 県外コーディネーター

設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 県内コーディネーター

設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	３  技術の外商商談会開催事業
	　
	　
	　
	　
	　

	４　維持管理事業
	(１) 支援体制人材設置事業
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(２) 管理運営費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(３) 公用車維持費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	(４) 採用試験費
	　
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　

	合　　　計
	　
	　
	　
	　
	　


第８号様式（第17条関係）
                                             　　               第　　　　　　号
                                                                平成　年　月　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　印
平成　　年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書
  高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第17条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
                                       記
１　補助金名
２　補助金額（知事が確定通知書により通知した額）　　　　　金　　　　　　　　円
３　補助金の額の確定時における消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
４　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　金　　　　　　　　円

５　補　助　金　返　還　相　当　額（４－３）　　　　　　　金　　　　　　　　円
（注）　１　別紙として積算の内訳を添えてください。
　　　　２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の 8/108 相当額が消費税　　　　　及び地方消費税に係る仕入控除税額による減額等の対象額ではありません。
第９号様式（第18条関係）
                                                                番　　　　　号
                                                                年　　月　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　印
財　産　処　分　承　認　申　請　書
  平成　　年度高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金に係る補助事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、高知県中小企業経営資源強化対策事業費補助金交付要綱第18条第２項の規定により、承認を申請します。
                                       記
１　補助事業名
２　品目及び取得年月日
３　取得価格及び時価
４　処分の方法
５　処分の理由
（注）　補助事業名は、交付決定通知書において補助金の交付の対象となった事業を記
　　　入してください。
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